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― シンポジウムの趣旨 ―
趣　旨：�　ドクターヘリと自動車のテレマティクスを連携させた救急自動通報システム（D-Call Net）は、世

界初のシステムとして、試験運用から6年、本格運用から3年半が経過し、既に約300万台（2021

年9月末）の乗用車に搭載されるまでになり、交通事故時の救命救急に係わる消防と病院の情報

共有に日々有効に活用され、ドクターヘリの一刻も早い現場到着に役立っており、既に救命事例も

報告されている。

　しかしながら、D-Call Netは、新車に装置を搭載する仕組みであるため、全車両にいきわたるま

で10数年を要し、折角のD-Call Netが一般車両に広がらない要因の一つとなっている。

　このため、既に使用中の車であっても利用できるD-Call Netの出現が切望されてきたところ、損

害保険会社は、近年急速に普及する通信型ドライブレコーダーを利用して交通事故発生を消防機

関に通報するサービス（後付け事故自動通報システム）を開発し、提供するようになった。HEM-

Netは、急速に約100万台（2021年3月末）に普及したこのサービスをさらに拡充して、使用過程

車のあらゆる車種に搭載可能な画像活用型救急自動通報システム（第2種D-Call Net）の実現に

向けた調査研究を開始した。

　本シンポジウムは、「これまでのD-Call Net」（第1種D-Call Net）を総括し、第2種D-Call 

Netを含む「これからのD-Call Net」の発展のため、諸課題を共有して解決策を模索するために開

催することとした。

日　時：2021年12月7日（火）13:00～15:00

場　所：オンライン開催

司 会：	 岩貞　るみこ （HEM-Net理事）

開会の挨拶：	 篠田　伸夫（HEM-Net理事長）

基 調 講 演：	「画像活用型 救急自動通報システム 第2種  D-Call Netの実現に向けて」

宮嵜　拓郎 （HEM-Net理事、一般社団法人ドライブレコーダー協会 前会長）

講 演：	「事故自動通報装置搭載車のアセスメントと事例調査について」

篠原　歩 氏（国土交通省 自動車局 技術・環境政策課 課長補佐）

「ドクターヘリ出動事案から見たD-Call Netの効果と課題」

本村　友一 氏（日本医科大学 千葉北総病院 救命救急センター 医師）

「新車搭載の車載器型救急自動通報システム（第1種D-Call Net）の総括」

石川　博敏（HEM-Net理事）

パネルディスカッション：	「D-Call Netをどのように発展させるべきか」

コーディネーター：益子　邦洋（HEM-Net理事、D-Call Net研究会会長）

シンポジウム次第
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開会の挨拶

篠田  伸夫
認定NPO法人 救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-Net）理事長

　HEM-Net理事長の篠田と申します。シンポジ

ウムの開会にあたり一言ご挨拶を申し上げます。

本日は12月の何かとお忙しい時にもかかわらず、

またリアルではなくオンラインという方法にもか

かわらず多くの方々にご参加して頂きまして、誠

にありがとうございます。

　HEM-Netは毎年、時宜にかなったテーマを選

びシンポジウムを開催してまいりましたが、昨年

は新型コロナの影響により中止とせざるをえませ

んでした。

　実はその時に考えていたテーマも本日と同じ

D-Call Netについてでございました。ご案内の

ようにD-Call Netは2018年4月から本格運用を

開始しましたが、試験運用から数えると6年も経

過することから、ここらあたりできちんと総括し

ておくべきではないかと考えておりました。そこ

で今回のテーマはD-Call Netの「これまで」と「こ

れから」とさせていただきました。「D-Call Net

のこれまで」を総括して石川理事が講演いたし

ます。第1種D-Call Netは本年9月末現在で、約

300万台の新車に搭載されておりますが、いろい

ろ反省すべき点も見つかっております。ぜひ反省

点を生かし、D-Call Netのさらなる改善に努めて

まいりたいと考えております。しかし、そこに留

まっていては発展はありません。そこでD-Call 

Netのこれからを展望したいと考えます。これ

からとしてHEM-Netが打ち出そうとしているの

が、使用過程車を対象とした後付けによる画像活

用型の第2種D-Call Netであります。本日は宮嵜

理事がこのテーマに沿って基調講演をさせていた

だきます。本日は国土交通省技術・環境政策課課

長補佐の篠原様、日本医科大学 千葉北総病院の

本村先生からも講演をいただきます。大変忙しい

ところをありがとうございます。

  講演の後は益子理事をコーディネーターとしパ

ネルディスカッションを行います。総合司会はた

だいま進行役を務めております岩貞理事が務めて

おります。皆様と共に活発な意見交換ができれば

幸いでございます。

　以上、簡単ではありますが開会のご挨拶とさせ

ていただきます。ありがとうございました。

　皆さんこんにちは、宮嵜と申します。

　私からは基調講演ということで、「画像活用型

救急自動通報システム」、第2種D-Call Netと呼

んでおりますけれども、その実現に向けてという

テーマでお話をさせて頂きます。初めてこの第2

種D-Call Net（画像活用型救急自動通報システム）

というものを皆様にご説明する機会を得ましたこ

とを大変にうれしく思っております。

　先ほど理事長の方からもお話がありましたよう

に、今まで新車にしか使わなかったD-Call Net

ですが、これまで市場に出ている車についても

D-Call Netをつけたいということで、既販車用

のD-Call Netの必要性についてまずご説明した

いと思います。そして、その土台として目をつけ

ましたのが後付けの事故自動通報サービスです。

こういったものを土台にしていきたいと考えまし

た。そして、第2種D-Call Netの構築をするため

にどういった研究・開発をしていくか、そのため

の課題と検討の内容、そして、更に発展させてい

くためにはどのようなことも考えていくべきか、

そしてどのように実現していくか、そのロード

マップ、そういう構成でお話をさせて頂きます。

　まず始めに、既販車用のD-Call Net構築の必

要性でございますけれども、HEM-Netは、今ま

でドクターヘリをできるだけ早く、現場に出動さ

せたいということで、様々な方策をとってまいり

ましたけれども、その中の1つとして救急自動通

報システム、D-Call Netというものを開発すると

いうことで、2018年からその開発に取りかかり、

現実に既に運用をしております。交通事故負傷者

の救命のために、あるいは後遺症軽減のために、

衝突した際に車に載っているEDRという装置か

らの自動通報データをアルゴリズムにかけて、死

亡重傷確率を瞬時に予測することによって成し遂

げようということでございます。

　最初は限られた自動車メーカーの限られた車種

にだけ搭載されておりましたので、なかなか普及

は進みませんでしたけれども、国産車に順次搭載

されるようになりまして、現在では車種も拡大

基調講演

「画像活用型 救急自動通報システム
第 2 種 D-Call Net の実現に向けて」

宮嵜　拓郎（HEM-Net 理事、一般社団法人ドライブレコーダー協会 前会長）
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し、採用してくださる会社も5社にまで増加しま

したので、今年の9月末現在で約300万台という

ことで急速に普及してきているところでございま

す。しかし、他方、D-Call Netにつきましては

コネクティッドカー、通信機能がある車でなくて

はいけないということで、そのための仕組みが必

要でございます。富士経済の予測によりますと、

2030年といった、約10年後では全乗用車の約半

数がコネクティッドになるという予測でございま

すけれども、全車搭載となるにはそれでも10数

年以上かかります。自動車の使用年数ですが、乗

用車ですと13年強、そして貨物車ですと15年弱

ということで、あと10数年はかかるということ

でございます。とてもHEM-Netとしては長い間

待つことはできないと考えました。そこで、通信

機能がある後付け機を使って既販車についても
D-Call Net機能を付加することができないだろ

うかと考えまして、この後付けのD-Call Netの

開発に取りかかったわけでございます。

　いくつかデータをお示しいたしますが、コネク

ティッドカーの比率というのは急速に伸びていく

と言いつつも、2030年に50.7パーセントの予測

でございます。コネクティッドカーだからD-Call 

Netが載るというわけではないですけれども、

D-Call Netが載る可能性がある車が50パーセン

トを超えるであろうということでございます。

　先ほど申し上げました後付けの事故自動通報

サービスでございますが、これにつきましては通

信機能付きのドライブレコーダーを利用したもの

が今展開されつつあります。事故が発生した際に

は自動的に通報を行いまして、併せてドライブレ

コーダーの画像を送信するということで、コールセ

ンターと通話をできるような形になっております。

　具体的なサービスとしては任意自動車損害保

険の付帯サービスという形で展開されておりま

して、今年の9月末現在120万台と急速に増加し

ております。このサービスにつきましては、損害

保険会社が熱心に取り組んでおられまして、趣旨

としては、事故直後から保険契約者にサービスを

提供したいという思い、そして事故画像を取得す

ることによって、これまで皆さん方から聞き取っ

て構成していた事故の内容というのがはっきりと

分かるので、保険業務を合理化できる可能性があ

るというようなことから、このような取り組みに

なっていると理解しております。

　すでに損害保険会社大手3社がサービスを開始

しておりますし、残る1社も開始予定と聞いてお

ります。そして後付けの事故通報サービスでござ

いますけれども、ドライブレコーダーはすでに通

信型ということで載っておりますので、コールセ

ンターのシステムと運用の変更のみでD-Call Net

化が可能なのではないかというふうに考えまし

た。従って、既販車のD-Call Netのプラットフォー

ムとして充分利用可能であると考えられます。

3
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　ここにお示ししましたのは、具体的に使用され

ておりますドライブレコーダーの例でございま

す。左のものは前方カメラ式のものでございまし

て、粘着テープで前面ガラスに貼り付けるタイプ

でございます。そして右側が2カメラ式でござい

まして、室内の状況につきましても合わせて撮影

できるというタイプということでございます。通

常のドライブレコーダーとはちょっと違った仕

組みを持っておりまして、衝突しますと電源は

OFFになってしまう、遮断されてしまうという

可能性がありまして、その後でも映像を撮り、通

信もできるように、バッテリーのバックアップが

されております。

　実際に運用されております後付け事故通報シス

テムの利用実績をお示ししたいと思います。年々

取り付け台数の増加と共に増加しておりまして、

2021年度では年間6,500件くらいの通報がある

ということでございます。月で見ますと480件位

という、それくらいの状況でございます。非常に

立ち上がりが早いサービスであるという理解でご

ざいます。

　3番目にどのような研究開発をしていくかとい

うことでございますが、第2種D-Call Netにつき

ましては車載型のD-Call Netということで、そ

こからのデータをアルゴリズムで解析した死亡重

傷確率が出ます。どれぐらいの死亡、重傷である

かの確率が計算できますので、それに対してオペ

レーターは、お客様がどのように応答しているか、

意識があるかどうか、怪我しているかどうか、そ

ういった内容も加味して、消防機関、ドクターヘ

リ基地病院に通報するという仕組みになっており

ます。

　HEM-Netとしては、後付けでやりたいという

ことですから、この通信型のドライブレコーダー

からのデータの特長を生かして第1種のD-Call 

Netにできるだけ近いような形での通報を実現し

ようとしております。具体的にはドライブレコー

ダーからの事故画像をオペレーターが確認してド

クターヘリの出動要請基準であるキーワード、そ

れを特定するという作業が必要かと考えておりま

す。更に意識があるかとか、怪我をされているか

等、通話内容なども加味して通報するという仕組

みが考えられております。第2種の場合は、前方

の画像が送信されるという特長がありますので、

自分の車だけでなくて、相手車両、あるいはこれ

まで課題であった交通弱者に対しての通報、歩行

者とか自転車がどのようにぶつかっているか、ど

のような状態であるかということについても通報

することが可能であると考えられます。また、最

近普及が始まった2カメラ式では、室内の画像か

ら、運転者以外に何人乗っているのか、そういう

人たちは負傷しているのかどうか、年齢などはど

うなのだろうか、そういったところも分かるので

はないかと思われます。
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　それを具体的にまとめたものが3-1と3-2なの

ですが、3-1は第1種でございます。エアーバッ

グが展開した場合に、コンピューターから車両

データとして、衝突の方向とか、衝突の激しさ、

あるいはシートベルトの着用の有無とか多重衝突

の有無、これはEDRのデータとして決まってお

りますけれども、それが通信装置からLTEでコー

ルセンターの方に送られてきて、コールセンター

の方で死亡重傷確率を推定するソフトウェアであ

るアルゴリズムにかけて、オペレーターがその結

果を見た上で、各内容を判断して各機関、病院の

方へデータを送ります。消防機関としては、この

ようなデータを判断して、ドクターヘリ基地病院

に出動要請を行うということになります。ドク

ターヘリ基地病院の方は、事故発生と同時に消防

機関と同時にその内容を知ることになりますので

準備にかかれますし、また消防機関から出動要請

のあった場合には直ちに出動に応じることが出来

るという、こういう仕組みでございます。

　第2種も考え方は全く同じでございます。通信

型ドライブレコーダーから自動通報で発報される

情報がいろいろございます。衝突の加速度、それ

から位置情報、車両情報、画像情報ですね。運転

者情報につきましては第1種と同じように送られ

ます。それがコールセンターに送られまして、そ

の情報を元にして消防機関、ドクターヘリ基地病

院が連携しながらドクターヘリの出動を判断する

という仕掛けになります。赤字で赤い矢印になっ

ておりますのは将来構想でして、画像情報につい

てはコールセンターから消防機関やドクターヘリ

基地病院に直ちに送ることは今のところ予定して

おりません。これは個人情報の保護をどこまで配

慮すればよいかということを考えながら進めたい

と思っております。

　3-3として、2つのD-Call Netの比較表を用意

しておきました。適用できる車種については、第

1種D-Call Netは乗用車を中心とした新車という

ことでございますけれども、第2種のD-Call Net

の場合は新車、既販車を問いません。新車でも最

初からD-Call Netが載っていないものについて

も対応できる。これは乗用車ではなくて貨物車で

あろうとトラックであろうとバスであろうと対応

可能です。ただ、2輪車は対応が難しいようでご

ざいます。

　使用する機器としては、EDR、事故情報計測・

記録装置が正式名称でございますけれども、第1

種はそれを使うということですが、それに対して

は第2種は通信型ドライブレコーダーを使うとい

うことでございます。コールセンターに関しては、

各自動車メーカーあるいは損害保険会社が対応す

る。誰が使えるかということに関しては新車購入

者、任意保険の契約者という違いがあります。

　発報する機序に関しては、第1種がエアーバッ

グを使用する事故と所定の衝撃レベルを超えた衝

9
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突事故が対象になるのに対して、第2種の場合は

大衝撃、中衝撃といったように事故に応じて発報

いたします。それから通報判断についてはアル

ゴリズムによる確率と通話内容、第2種では通報

画像と通話内容に対して判断をすることになりま

す。対象事故は、第1種は自車を中心とし、第2

種の場合は相手車両、交通事故弱者も入るという

ことになります。

　あと、作動の安定性ということですけれども、

第1種の場合は取り付けの間違いはないのですが、

第2種の場合は取り付けが使用者に依存する場合

があるので、場合によっては動いてしまうという

こともあります。数字データについて、第1種は

間違いありませんが、第2種に対してはまだ検証

がされていないという面もあります。画像につい

ては第2種のみということです。費用については、

第1種は最初の1年間は少なくとも無料ですが、

その後は有料になる。第2種の場合は年間7,800

円から10,800円くらいが現行の料金でございま

す。そして、研究開発の課題と検討ということに

なってきますけれども、具体的にどのように進め

るかということですが、HEM-Netが中心となって、

後付けの事故自動通報サービスを提供しておられ

る損保とコールセンターからデータの提供を受け

て、研究開発を推進していくことにしております。

現在その作業を進めております。具体的にある程

度固まってきましたら第2種のD-Call Net WGに

おいてデータを共有して、日本全国に普及される

ようにもっていきたいと思っております。

　具体的なポイントとしていくつかありますが、

ドクターヘリの要請基準に応じて、これまでの実

績に基づいた画像を検証していくことになりま

す。また、コールセンターから消防・病院へ相互

に連携していくことになります。これについては

あとで詳しく説明していきます。これまで蓄積し

てきた画像データに基づき、事故検証を行ってい

く必要があります。また、コールセンターから消

防・病院へ連携していくシステムを開発していく

必要があります。加えてそれらがそろった時点で

試験運用をし、さらに本格的運用に繋げていくと

いうことになります。個別の課題としては、いろ

んな車にいろんなD-Call Netが搭載されること

になりますので、多重通報があった場合の処理で

すね、どのようなシステムで連携させていくか解

決策を考えていく必要があります。

　ここで一番大事なのはキーワードをどのように

探していくかということになりますけれども、消

防機関は今まで、キーワードで判断しております。

キーワードに該当しておれば死亡事故に該当する

ことが大ということですが、現在のキーワードは

「閉じ込め」、「車外放出」、そして「同乗者の死亡」

等などです。これについてはまた後で出てまいり

ます。

　コールセンターのオペレーターは、いわば事故

現場の目撃通報者ですので、オペレーターがキー

ワードに該当すると判断すれば、消防に直観的な

キーワードで目撃情報を伝えることになります。

このキーワードですが、これはアメリカのCDCの

キーワードをベースにしていると思います。ここ

にお示ししましたけども、右側にございますよう

に、従来のキーワードにないものがたくさんあり

ます。実際の画像を100例ぐらい検証しています

12 13
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が、その中から出てきたのがこれでございまして、

「軽自動車」、「キャブオーバー車」、あるいは「大

型車」と「速度の高いオフセット衝突」など。あ

とは「乗員の意識があるかどうか」、あるいは運転

行動から見て「安全運転」なのか、あるいは「高

齢者」・「子供」が関わっているかどうかです。あと、

「横転」ですが、最近、軽自動車は簡単に横転し

ますので、必ずしも横転だから大きな事故である

とは限らないということも分かってきております。

この辺を勘案して新しいキーワードを考える必要

があります。

　ここにお示ししたのはコールセンターに示され

る画面でして、左半分は第1種と同じような情報

ですが、右半分の方に衝突速度やあるいは画像が

示されております。この中からキーワードをピッ

クアップして右側のキーワードと書いた部分に入

力して、そしてそれを消防と病院機関に送信して

いくということになります。また右下の方にござ

いますように、ドクターヘリが飛べる可能性のあ

る複数のドクターヘリ基地病院に通報する仕組み

にしたいと考えております。

　具体的にこの画像をお示ししますけれども、こ

れは実際に記録された画像でございます。今回は

音とかが入っておりませんけれども、そういった

ものも記録して再生します。ここでは交通弱者も

分かりますし、それから自分の車の挙動、速度も

もちろん分かります。相手の車両についても、も

しそれが巻き込まれている場合には分かるという

ことで、こういった形で交通事故の目撃者として

第三者としての通報が出来ることが期待されます。

　将来構想としては3点ございまして、1番目は

画像を直接消防機関に送って、個人情報保護法に

配慮しながら画像利用できないだろうかと考えて

います。2番目でございますけれどもGPS情報か

ら第1種と同様、死亡重傷確率をアルゴリズムで

算出して通報するということも出来ないだろう

か、ドライブレコーダー協議会として協力して

やっていけないだろうかと思っています。3番目

は画像をAIで自動認識して、通報する際により

客観的な通報ができるように支援するということ

も課題であると考えております。

　ロードマップとしては、今、事故画像データを

検証しておりますので、第2種のD-Call Netの運

用基準を策定した上で、ワーキンググループで情

報共有と課題検討していきたいと思います。2022

年度でございますけれども、試験運用先の基地病

15

16
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院・消防機関に説明をいたしまして、試験運用を

開始したいと考えております。2023年度には全

国の病院・消防機関に説明した上で本格運用を順

次してまいりたいという構想でございます。

　まとめになりますけれども、HEM-Netはこれ

までも交通事故負傷者の救命・交通事故軽減の

ための抑止対策として、こういった対応をする

D-Call Netの普及推進を進めてまいりました。

D-Call Netは、新車に順次搭載して300万台に

まで普及しております。これまでの課題は、既販

車への搭載と交通弱者への対応です。D-Call Net

の既販車へのプラットフォームとして、通信機能

付きのドライブレコーダーを利用した後付けの事

故自動通報サービスをバージョンアップして使え

るというふうに考えております。後付け事故自動

通報サービスは120万台普及しております。第2

種D-Call Netは画像を目撃したコールセンター

のオペレーターがドクターヘリ出動を要請する通

報システムでございます。通報には、検証結果か

ら、新しく画像活用型のキーワードを使いたいと

考えております。画像を使うので、自分の車だ

けでなく、相手車両及び交通弱者の通報もでき

るということになります。2022年度に試験運用、

2023年度に全国で本格運用をして参りたいと思

います。どうもありがとうございました。

18
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20
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新たな事故データベースの構築を計るとか、この

ような重点施策というのがとりまとめられており

ます。このような政策・目標に応じまして、国土

交通省では様々な取り組みを行っているところで

す。具体的な国土交通省の取り組みにつきまして

ご紹介させていただきます。

　まず、事故自動緊急通報装置に関しましては、

すでに国際基準を定めた上で、国内基準、具体的

には自動車の安全とか環境基準を定めています保

安基準というものがございまして、こちらに事故

自動緊急通報装置の基準というのが具体的に定め

られております。基準の内容については事故自動

緊急通報装置を備える車両はこういう基準に適合

していなければいけないという基準内容になって

おりまして、必ず車両に備えなければいけないと

いう完全義務化ではないんですけれども、装置を

備えていればこういう基準に適合するようにとい

う基準の内容になっております。まず事故自動緊

急通報装置につきましてはエアバックが展開する

ような大きな事故が発生した時に、自動的にコー

ルセンターに通報するようなシステムになってお

ります。こちらは自動的に通報するということで、

救助救急機関が事故を早期に覚知することができ

たりとか。あと救命率の向上とか、傷害の重症化

の防止にすごく役に立つ装置であると考えており

ます。

　基準の内容につきましては図5の下の四角の右

の方に記載しているんですけれども、対象である

車両ですとか通報の手段ですとか、あとは発行す

る主な情報、例えば、事故発生の位置情報ですと

か、車両の情報とかですね、そのようなことを通

報するようにというような事が定められておりま

す。この発報情報予測の中には乗員の傷害予測で

あるとかは含まれておりませんので、いわゆる先

進的な事故自動緊急通報装置ではなくて、普通の

ACNと言われます事故自動緊急通報装置を想定

したような基準となっております。こちらの基準

が新型車に対しては2020年1月から、継続生産

車に関しましては2021年の7月から適用されて

おります。

　次の取り組みになります。こちらが自動車アセ

スメントの概要となります。自動車アセスメント

の取り組みはどういったものかと言いますと、既

に市販されているような自動車を衝突時の乗員で

すとか歩行者の安全性を評価するような試験です

とか、あと衝突被害軽減ブレーキのような事故を

未然に防ぐような装置を評価するような試験を行

いまして、その結果を点数化して公表しているも

　私の方からは、事故自動通報装置、「搭載車の

アセスメントと事例調査について」と題しまして、

第1種D-Call Netと関係の深い事故自動通報装置

について、国土交通省、ひいては政府全体でいろ

んな取り組みを行っておりますので、その取り組

みについてご紹介させて頂きます。

　まず、政府全体の取り組みになります。 まず

交通事故の現況を簡単にですがおさらいをさせて

頂きますと、交通事故死者数については図2のよ

うな形になっておりまして、大きな減少傾向には

あるのですが、まだ2,839人の死者が発生してい

講演

「事故自動通報装置搭載車のアセスメントと事例調査について」

篠原　歩（国土交通省 自動車局 技術・環境政策課）
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るということで、まだまだ対策が必要だという状

況になっております。このような状況を受けまし

て、政府全体で定めております交通安全基本計画

という交通の安全のためにどういったことに取り

組むかという、政府全体でまとめている計画があ

るのですが、そちらにおきまして今後5年間で死

者数を2,000人以下、重傷者数を22,000人以下

にするという数値目標がかかげられております。

この目標に向けて交通安全基本計画におきまし

て、例えば事故自動通報システムの格段の普及と

高度化を計るですとか、医工連携におきまして、

6



1312

のになります。この衝突とか非常時にしか働かな

い自動ブレーキとかですね、こういった機能とい

うのはなかなか目に見えないということもありま

して、その装置がどれくらいの能力を持っている

か、というのはユーザーさんの目には中々目に付

かないという部分がございます。それを解消する

為にこのような事業、市販化された自動車を点数

化して評価するという活動を通じまして、ユー

ザーさんが安全な車を選ぶ参考にして頂いたりで

すとか、車を作るメーカーさんのより安全な車の

開発を促進するといったような、こういった目的

で実施している事業になります。

　どのような評価試験を行っているかというのが

1.に記載しているものになります。

　衝突した時の乗員の安全性とか歩行者の安全性

といったものを評価するような衝突安全性の評

価、こちらと衝突被害軽減ブレーキですとか、ペ

ダル踏み間違い急発進・急加速停止装置といっ

た、こういった部分について、事故を未然に防ぐ

機能を評価するような予防安全性能評価、あとは

今回議題になっております事故自動緊急通報装

置、こちらに関する評価とかを行っております。

こちらの評価を市販されております車について

行った上で、結果を公表しております。こちらに

SUBARUのレヴォーグの写真をお示ししていま

すけれど、2020年においてファイブスター大賞

と言いまして、アセスメント評価の中でも1番高

い点数を取った車となっております。

　ここから事故自動通報システムのアセスメント

についてどういった評価をしているのか、という

所を細かくご説明させて頂きます。

　事故自動通報システムに関しては、交通事故に

対してのアセスメント評価に対しては平成30年

度より開始しているものになります。令和2年度

より、昨年度から装置の性能というのをもう少し

細分化をしまして、基本型と先進型の2つに区分

けをしております。基本型という従来の事故の発

生を緊急通報するような装置、こちらに2点の点

数を付与しております。先進型と申しますのは基

本型に加えまして乗員の傷害予測のための情報も

通報内容に加えるというもので、こちらは8点の

点数を付加しております。そういった点数を付け

た上で、アセスメントにおいては先程申し上げま

したカテゴリーの点数分けですね、衝突安全と予

防安全とあとは事故予防通報システムを統合しま

して、自動車の安全性能として総合的な評価を、

点数を付与して公表をしているという事業にな

ります。このような取り組みを通じまして、事故

自動通報システムの搭載、新車・乗用車への搭載

がかなり進んでおります。2016年比で、直近の

数字が2019年の数字になるのですが、台数にし

ますと8倍に増加しておりまして、普及率は3.7

パーセントから30パーセント近くまで拡大をし

ているという状況です。

　さらにアセスメントの他にも取り組んでいる事

として、医工連携による取り組みで事故情報の調

査、データベースの構築というものも行っており

ます。これはどういった事業になるかと言います

と、交通事故について、車両の情報、あとは交通

事故発生状況の工学データとあとは被害者の救護

記録、受傷部位との医学データを統合することに

よりまして、交通事故による人体における傷害発

生に対するメカニズムを解明したりですとか、そ

ういったものにつながる事故情報のデータベース

の構築をするといったことを始めたところであり

ます。

　これによりまして、身体的特徴に配慮した保安

基準の策定に役立てたりですとか、あとは先進的

な先進事故通報システムの高度化、政治化、例え

ば事故時の傷害程度の予測を向上させたりですと

か、あとは判定可能な事故の範囲を拡大させたり

ですとか、こういった取り組みに反映させていき

たいなというふうに考えております。このような

取り組みを今までご説明をさせて頂きましたが、

まとめに入らせて頂きます。

　まとめといたしまして、車両の安全対策を担当

する国土交通省の自動車局では、交通事故死傷者

数の更なる削減のために、従来の衝突時の事故の

軽減に対する対策等に加えて様々な事故の対策、

緊急自動通報システムですとか、そういった事を

実施しております。このうち救助救急体制との連

携は、死者削減に大きな可能性を秘めていると考

えておりますので、事故自動通報システムには大

きな期待を寄せているというところになります。

　国土交通省では、今後も事故自動通報システム

の普及をより一層促進するために、自動車アセス

メントによる評価ですとか、医工連携の通報シス

テムを通じまして、一人でも多くの人命救助を目

指したいと考えております。

　以上になります。ご清聴ありがとうございました。

7 8 9 10
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講演

「ドクターヘリ出動事案から見たD-Call Net の効果と課題」

本村　友一（日本医科大学 千葉北総病院 救命救急センター）

　こんにちは。よろしくお願いします。今D-Call 

Netは我々の地域では、多くの地域このように

なっていると聞いておりますが、ドクターヘリの

出動地域の中で、事故が起こると個人のスマート

フォンに今お示ししたような動画が飛んでくる

と。メールから動画に飛ぶんですけれども、とい

うことで、特定の場所に受信端末を置いておくと

見落とす事がたくさんあったので、今はドクター

ヘリに関わる医師、全員の個人スマホに送って最

初に気付いた人が他の医局員にも共有して、なる

べく早く通知に気付くというふうな工夫を行って

いるところです。ご存知のようにこのアルゴリズ

ムに伴って、現在、死亡・重症率が5パーセント

でドクターヘリ要請にかけましょうという所に閾

値を置いています。というのはアンダートリアー

ジ率を10パーセント未満にしましょうというこ

とで、ここに引いているんですけれども、そうす

ると一方オーバートリアージ率50パーセントぐ

らいになるという事は元々試算されているところ

ですね。もう一つは車の乗員が年齢が正確に分か

らないので、年齢の要因というのは死亡・重症率

に非常に大きなファクターになるんですけれど

も、これを今、高齢の方が受傷したと、つまり死

亡・重症率が一番高くなる設定でやらざると得な

いということで、一応5パーセントにしていると

いう現状にあります。全国53機のドクターヘリ

のうち52機の出動範囲で運用がなされておりま

す。これは主にトヨタ自動車から頂いたデータで

すけども、2015年の11月30日から試験運用が

始まって先月の11月8日までの通報が3,200例

以上ということになっております。どんどん月毎

の通報数も、200件を越える月もあるということ

で、どんどん増えているという現状にあります。

　そのうちの実働例はまだまだ少なくて御覧のよ

うな、今月鹿児島でのキャンセル事例というのが

最新の事例ですけれども、それも含めて21件と

いう事になっております。このように全体の通報

数は伸びておりながら、実出動に至ったのはこの

21件に留まっているというのが現在の状況です。

実際に診療を行ったのが14例で、キャンセルに

なったのが7例ということになっております。し

かしながら、その半分以上12件が今年という事

で、この実働も急激に増えているということに

なっております。

　時間短縮効果は非常にまちまちなんですが、

29分縮まったという症例もある一方で、全く縮

まる効果を示すことができなかったという事例も

ございます。

　これは一番最初の実動症例ですが、今日は時間

の関係上、動画をお示しできませんが、2018年

の1月という事で工学的な情報を基に、医師が現

場に派遣されて、現場で実際に診療を行った世界

初の事例というふうに考えておりますが、無事に

診療を行えたんですけれども、図8の右側に書い

ておりますが、上空待機が17分間という、非常

に長い上空待機を要してしまった症例ということ

で、通報が速くなって非常に良かった面と、下の

着陸を支援する支援車両の到着が遅れてしまうと
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す。D-Call Net車両の乗員も腸管損傷、腰椎の破

裂骨折ということで重症ということになっており

まして、この事故ではこの高速道路の脇のスペー

スにドクターヘリが直近着陸することができて、

これも時間短縮を計れた効果的な事例だったとい

うことができると思います。

　図20は去年の12月の事故なんですけれども、

前方衝突、崖に衝突している事故なんですけれど

も、これが表示が運転者だけになっているんです

けれども、実は助手席にも乗員が乗っておりまし

て…という事例があります。これは動画をお流し

ししようと思います。効果的だった事例です。

　これは我々のスマートフォンに送られてくる情

報ですね。別のミッションに向かっていたヘリが

この事故に対応しているという。

　現場に着くと助手席の乗員が重症だということ

がわかりました。運転手は軽傷でした。

　これは現場から血圧が下がっているショックの

状態であるということが分かって、右の緊張性気

胸という非常に危険な状態、肺への損傷を疑いな

がらの、それでも病院まで到着する余裕があるだ

ろうということで、胸の処置がいつでもできるよう

な状態で医者の管理下に病院に到着すると、みる

みる血圧が下がって「これはヤバイぞ」というのが、

これがそのシーンです。（リアルな現場の状況）

　このように処置をすると速やかに血圧が上昇し

て、ただ他の怪我も重症でしたので、その後、気

管挿管をして、全身管理を行っているというとこ

ろです。これが現場の事故の状況とその後で事故

の調査を行いましたけれども、助手席の方が、緊

張性気胸ということでドクターヘリがなければ通

報が遅れて病院に救急搬送したり、ドクターヘリ

の要請が遅れれば下手をすれば命がなかったん

じゃないかなと思われるような、非常にドクター

ヘリ、D-Call Netが効果的に使われた症例であっ

たと言えると思います。

　これはHEM-Netプラザの第7号ですかね。本に

いう課題が見つかった症例ですね。事故自体は図

11がD-Call Net搭載車両の方なんですが、この

ように破損しているんですが、実は乗員は非常に

軽傷で、反対の軽自動車の乗員の方が非常に重症

だったということです。それでもこれは非常に早

く接触することができた、上空待機がありながら

も短縮効果が見込めた事例ということになりまし

た。全体の3例目は函館の事例で、死亡・重症率

が非常に高い冬の高速道路の事故でして、相手車

両の軽自動車乗員は重症で心肺停止になっていま
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症例報告を掲載させて頂いておりますので、ホー

ムページからダウンロードすることができます。

　これはちょっと研究期間が異なりますけれど

も、以前に調査をした症例なんですけれども、そ

れでも実際の出動の頻度が少ないということで、

「なんで出てないか」ということで、分からない

で調査をしたものなんですけれども、なかなか調

査自体も難しくてですね、情報がなかなか出てこ

ないということで、本人自体が消防に接続するの

を拒否をされていたりとかですね、病院に情報が

届いているんですが実際にドクターヘリの出動に

届かなかったということで、これは時間外だった

り、悪天候だったり、重複要請だったりといろん

な理由が考えられるんですが、せっかくの貴重な

情報を有効に使えていない可能性があるかな、と

いうものですね。あとは今はまだなかなか現状で

は分からないというものもたくさんありました。

　考察になりますが、D-Call Netも運用から5年

から6年ということで、これによって救命された

貴重な事例というのがちらほら発生されていると

いうところです。ただ課題もありまして、いくつ

かございますけれども、消防にこの情報が入って、

我々も同時に認識するんですけれども、ドクター

ヘリ自体は現状なかなか消防から要請が入ってか

らではないと出られないですね。というのがまあ

運航会社も含めたところの現状ですね。というと

ころで、消防にこれを理解して頂かないと高い確

率で取り扱い救急隊が現場到着して現場の状態を

見てから要請したいという風なことをよく言われ

まして、それをやっていたら全くこの究極の覚知

要請というようなD-Call Netの要請の意味があ

りませんから、直ちに死亡・重症率が高いから出

動をしましょうということで飛んで行っていると

いう現状がありまして、この人が間にちょっとだ

け介在することによって、せっかくのD-Call Net

のいい所が消されては意味がありませんので、ま

だまだ消防と連携をしていく必要がある、という

風に考えております。

　あとは一番最初にスライドでお示ししたように

我々はスマートフォンであのような形でメールを

受信していますけれども、まだ全国全ての基地病

院で同じシステムにはなっておりませんので、こ

の調査と、どの方法が一番いいか我々も試してい

たということもありますので、ようやくこの方法

が現状では一番いいのではないかなと思っており

ますので、それを拡散といいますか標準化してい

く必要があるかなというふうに思っております。

　当事者の通報拒否というのがあってですね、こ

れもなかなか難しい問題で、デリケートな問題で

はないかと思うんですけれども、毎回、「通報し

てもいいですか」と聞くのではなく、ある程度一

定の基準を満たせば自動通報していかないと、そ

のやりとりで乗員が「通報されては困る」とか「通

報しないでくれ」と言われたら通報しないという

事をしていたら、重症化したり死亡した症例が出

てくるのではないかなと思いますので、どうなん

でしょう、車を買うタイミングなのかどうなのか

分かりませんけど、事前にですね、同意をとって

おかないと緊急時の対応という意味ではタイムロ

スが生じるのではないかと感じております。

28

29

　そしてドクターヘリですと当然悪天候だった

ら飛べませんし、夜間も飛んでおりませんので、

おおよそ当院の場合は24時間×365日のうちの

33.3パーセントをカバーしているという事にな

ります。このうちのおよそ全ての症例の半分くら

いがですね、入っている事になりますが、半分が

ドクターヘリ、半分の症例に対してはドクターヘ

リは飛べないという条件ですから、当然、ドクター

カーとか、東京都内でしたらドクターディーマッ

トということになるのかもしれませんが、当然別

の病院での医師派遣システムとも連携していくべ

きだろうということで、今埼玉赤十字病院とか保

安メディカルセンター等で毎日の運用が開始され

ているということになっております。

　一番最初の事例の動画の中で、上空待機時間が

17分もありましたという話をしましたが、これ

も改善しないと、せっかく早期通報でヘリが離陸

したはいいんですが、降りられなければ医師接触

は遅れてしまいますので意味がありませんから、

従来の臨時ヘリポート、ランデブーポイントを増

やすか、支援隊がいらない常設ヘリポートを増や

すか、これはもしかすると、この後、そら飛ぶ車

みたいな話が世界でお話されていますので、世界

のインフラの整備がされていくのかもしれないな

あということを思っていますが、その必要性を感

じます。あとは現場の直近着陸というのが安全上

の理由からだんだん難しくなっている、というの

を肌で感じておりますが、これを何とか打破する

ような方法はないものか、ドクターヘリ保険のよ

うなものとか、苦情対応をもっと大きな国とか県

が対応するようにするとかですね、責任の所在の
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整理みたいなところも改めて考えなければいけな

いかなということも考えておりますし、警察とか

自衛隊とか自治体職員、消防団による着陸支援、

もしくはポンプ車というすごく大きな車で水をま

くための着陸支援を行っておりますけれども、大

型車ですからランデブーポイントに来るのに非常

に時間がかかってますので、小型バイクでもいい

のかもしれません。素早く近所から着陸支援にき

てくれる方を派遣してもらうとかですね、消防の

支援の在り方というのを見直さなければいけない

なというような事を考えております。

　やはり6年経ったとはいえ、まだまだ社会認知

が不十分ということで、今朝の読売新聞で記事を

取り扱って頂いているみたいですが、新聞ですと

か、こういったシンポジウムもそうですが、一般

の方も含めて広く知って頂くことで、そうしたこ

とでドクターヘリも様々な問題を社会が認識して

一緒に育てていってくれるような文化が育ってき

ているのかなと感じていますので、広報活動とい

うような事も非常に重要だなと思っているところ

です。

　まとめになりますけど、雑多なお話でしたが、

D-Call Netが広がって、効果的な事例もあります。

ただ解決する課題もまだまだ多いと考えておりま

すが、これはぜひ国民全体で育むべき世界初の救

命救急システムであるなと感じている所です。ご

静聴ありがとうございました。以上です。

30 31

講演

「新車搭載の車載器型 救急自動通報システム
第 1種  D-Call Net の総括」

石川　博敏（救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-Net） 理事）

　第1種D-Call Netの総括と題しまして、お話

いたします。現状・報告・対策案・まとめの順番

でご報告致します。今現在61病院、ドクターヘ

リ54機のうち52機がこのD-Call Net情報を受

信できているという状況です。今年度東京都はド

クターヘリを導入します。それから今年5月から

福井県は既にドクターヘリを導入していますの

で、この2県についてはD-Call Net導入を調整中

です。一部本村先生と重複するところもあります

けれども、試験運用が始まってから丸6年、本格

運用から3年半近くたっております。こういった

中で消防に接続した事案というのは半分弱という

事。先程報告がありましたけども、そういった中

でドクターヘリ出動事案が20件あります（10月

末で）。先程ありましたように今現在21件確認で

きております。キャンセル事案が7件という事が

確認できております。D-Call Netの傷害推定ア

ルゴリズムについては、これの信頼性について十

分検討しまして、自動車技術会の貢献によりまし

て、JISに制定しております。昨年6月に傷害推

定アルゴリズムのJISが制定されております。こ

れも重複いたしますけれども、現在月に200件近

くの通報が来ているということです。
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　内訳を見てみますと2018年に本格運用開始直

後は小型車・中型車が3割近く、多くは大型車だっ

たんですが、今現在は小型・中型（ピンクとミド

リ）で約半分弱ということで、小型乗用車、中型

車が急激に増えてきているということで、事故件

数も急激に上がってきているということが読み取

れます。

　これは丁度今から10年前ですね。2011年の

12月に日本自動車研究所で実証実験を行った時

の絵です。実際に車をぶつけたところに実際にヘ

リが飛んでくる、という所をシミュレーションし

たわけです。その結果、ドクターヘリは事故発

生から7分で離陸して21分後には ドクターが接

触して治療が開始できるという、一例ですけれ

ども非常に貴重な実証実験を行うことが出来て、

この結果をもとにいろいろ研究をしてきました。

17分短縮できると。この17分で年間280名近く

の救命効果に相当するという結果が出たわけで

す。これは20件についてですけれども、キャン

セルが7件あったということです。事故発生から

D-Call Netの発報まで1分掛かっているんですけ

れども、だいたい1分前後。5分かかっているの

もありますけれども、これは想定通りです。それ

から事故発生からドクターヘリが離陸するまで、

10分～20分未満、大体半数です。あとは従来通

りという結果です。それから患者接触、医師が患

者に接触するまでの時間短縮効果。これは病院に

解答頂いたものですけれども、殆ど効果がないと

いうのが半分。ちゃんと効果がありましたとい

うのが半分。15分から20分というのが4件、29

分の短縮効果があったというものが1件。本村先

生からの報告にもありましたように最大29分短

縮。半分近くが時間短縮効果があったということ

です。死亡・重症確率との関係も書いていますけ

れどもバラバラです。中には死亡・重症確率90

パーセントを超えて離陸したけれどもキャンセ

ルになったという事案もあります。それから84

パーセントで確かに重大な事故で駆けつけ救命で

きたというのが報告されています。これは交通事

5

6

7

8

9 故総合分析センター（ITARDA）と言っています

けれども、ここで事故調査をやっています。既に

D-Call Net搭載車の事故調査を78件やって、そ

のうち73件は死亡・重症確率と実際の死亡・重

症確率が分かっておりますので、分析をして頂き

ました。その結果を一言で言いますと、我々が心

配していたのは死亡・重症確率が5パーセント以

上でドクターヘリ出動した場合に、オーバートリ

アージ、アンダートリアージがどうなるかという

ことなんですけれども、幸いアンダートリアージ

は1件も出ておりませんが、オーバートリアージ

は61パーセントとやや高いという結果です。仮

にオーバートリアージを50パーセント未満にす

るためには、ドクターヘリ出動要請基準の死亡・

重症確率のいき値を8パーセント程度にすれば丁

度50パーセント程度になると。これはいき値を

上げていけばオーバートリアージは下がっていき

ますけれども、アンダートリアージも出てくる可

能性もある。現在の所はまだ事例が少ないので、

オーバートリアージは少ないようにしたいと思い

ますけれども、今の所はこういった結果です。

　それでは先程、ドクターカーの話がありました

けれども、先日のD-Call Net研究会で、さいた

ま赤十字病院からドクターカーの実証実験結果の

話題提供を頂きました。ただドクターカーについ

ては実証実験という形で実施しております。非常

に貴重な結果が得られておりますので簡単に報告

いたします。さいたま赤十字病院の高度救命救急

センターにおいてはD-Call Netから死亡・重症

確率5パーセント以上の通報がある場合、これは

キーワードとして決めてます。これによって必ず

すぐにでも出動できるということです。既に13

件D-Call Net事案が発生して、そのうちの7件で

出動しています。うち2件はキャンセルになりま

した、ということです。夜間も対応しております

ので非常に有効であるという報告がありました。

また回を重ねる毎に時間短縮効果が上がっている

という話もありました。このドクターカーについ

ては今現在日本自動車工業会（JAMA）から日本

自動車研究所への委託研究としてやっておりま

す。ぜひこのドクターカーの方にもD-Call Net

を使ってみたいという病院がありましたら、これ

からも増やしていきたいと考えておりますので、

ご協力をお願いします。

　今D-Call Netのステアリングコミュニティー

というものを作っておりまして、この中で次の交

通弱者対応の検討をしております。

　次は課題です。重複しますので簡単にご説明し
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ますと、まず1つは消防から即時要請されない、

現場確認後の要請というのがほとんどです。病院

か消防に対して働きかけてからやっと出動できる

ということです。それからD-Call Net事案が見

えないということもあります。これは接続機関で

消防に連絡するわけですから、その時に消防から

フィードバックを受ければいいんですけれども現

在はそれができない。そういうフィードバックを

受けない約束ですから…といった状態です。そう

いう事ですから接続機関は消防に対してD-Call 

Netによってドクターヘリが出動したかどうかを

確認できないという状態になっている。それから

事故調査というのも本質的にはやりたいんですけ

れども今現在は出来ていない。非常に手探りで

やっている、という状況です。こういった状態に

ついてはこの後対策案の所で説明します。それか

らドクターヘリは昼間しか飛びませんので夜の対

応ということで、ドクターカーが必要になるとい

うことです。それからメールの問題です。メール

発信した時に即時性・確実性の問題。それからメー

ルを送る場合です。信頼性・確実性ということです。

今はファーストコールのドクターヘリ基地病院に

送っておりますけども、実際には重複要請とか天

候不順等もありますので、やはりセカンド・サー

ドにも送る必要があるだろう、ということです。

　ランデブーポイントの安全性の確保。これは、

先ほどありましたけれども、これがないとD-Call 

Netが上手く発動できないというのがあります。

　対策案について、1つはD-Call Netを1つの

キーワードとして出動要請がかけられる。これは

アメリカの例ですけれども既に車のテレマティク

スデータを使って緊急通報ができるという、そう

いう事を謳っておりますので、日本でもこれを見

習う必要があるのではないかということです。そ

れから見える化については接続機関で情報が難し

いのであれば、ドクターヘリが出動した場合は、

病院から直接HEM-Netに連絡をして頂けないか

というお願いをしようと思っています。それから

日本航空医療学会のドクターヘリ・レジストリー

へのタグ付けです。これは確実になるということ

でこれもお願いしています。それから事故調査の

体制ですけれども、これは今年から交通事故総合

分析センターが国土交通省の委託によってD-Call 

Net搭載車の事故調査を始めましたので、これを

機会に仕組みづくりをしっかりやるというのが、

ちょうどいいのではないか、できるのではないか

と考えております。できれば各病院との研究協力、

あるいはオプトアウトの臨床研究としてできると
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17

良いのではと思います。それからドクターカーへ

の情報提供、これも実証実験として始めましたの

で数を増やしていくというのが一つの対策になる

と思います。

　これは事故調査の仕組みを書いたものです。

ITARDAを中心として各自動車メーカーの協力を

得てHEM-Net、各基地病院、それと共同で事故

調査をやっていくという仕組みです。その他、対

策としてはメールの配信です。それからファース

トコール、セカンドコール、サードコールへの情

報提供、そしてドクターヘリの場合は着陸の支援、

インフラ整備です。広報、こういったことが対策

になると思います。

　最後にアンケート調査と書いてありますけれど

も、いろいろな課題についてどうしても基地病院

の協力を得る必要がありますので、その協力につ

いてここにあるような項目についてどの程度まで

協力頂けるかです。難しい面もあるかと思います

ので可能な範囲で協力いただきD-Call Netの効

果・検証を進めていく、という事を考えております。

　まとめです。ここに書いているように、課題を

今日、共有し、図23の下に書いてあるような対

策案について病院アンケート調査を行って、対策

案を具体的に把握して、D-Call Netの効果検証

を進めていきたいと考えております。

　以上です。ありがとうございました。

18

19

20

21

22

14

23
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にお示ししました6つでございます。まず「自動

車メーカーの課題と対策」「テレマティクス・サー

ビスプロバイダーの課題と対策」「消防指令室の

課題と対策」「ドクターヘリの課題と対策」「医療

機関の課題と対策」そして「法制度面の課題と対

策」という形になろうかと思います。この内容に

従って議論をして頂き、最後に約10分の質問タ

イムを設けましたので、皆さんからのご質問につ

いてパネリストに答えて頂こうと考えております。

　それではまず「自動車メーカーの課題と対策」

につきまして、宮嵜理事の方からまずご意見を頂

きたいと思うのですがいかがでしょうか。

宮嵜　「自動車メーカーの課題と対策」というタ

イトルでディスカッションということなんですけ

ど、自動車メーカーはですね、最近非常によくやっ

て頂いていると思っております。今まで、ごく一

部のメーカーしか、こういうD-Call Netという

か、事故後の被害軽減については余り関心がな

かったわけですけれども、日本の場合、ACNを

飛び越えてAACNという先進的な事故の緊急通

報システムを搭載するようになったというのは、

これは非常に大変な進歩だと思います。しかも、

高級車だけでなくて、軽自動車レベルまで搭載す

るようになった。その結果が9月で300万台とい

う急速な普及に繋がっていると思います。これも

岩貞　それではここからパネルディスカッション

を開始します。テーマは「D-Call Netをどのよ

うに発展させるべきか」です。パネリストは講

演をして頂いた4名の方々、コーディネーターは

HEN-Net理事、D-Call Net研究会会長益子邦洋

です。お願いいたします。

益子　南多摩病院の益子でございます。よろしく

お願いいたします。早速パネルディスカッション

を始めさせていただきたいと思います。今、パネ

リストの皆さま、それから基調講演の話にもあり

ましたように、D-Call Netは大変有用なツールで

ありまして、交通事故負傷者の救命、そして後遺

症軽減に大きな可能性を秘めているということが

分かったわけです。その一方で、なかなか普及し

ないという課題も明らかになりました。そこで、

このD-Call Netをどのように発展させるべきか、

ということを議論したいと思います。論点はここ

パネルディスカッション

コーディネーター　益子　邦洋（HEM-Net 理事、D-Call Net 研究会会長）

本村　例えば乗用車のお話はある程度理解できた

のですが、バスとかの事故も多い。過去に大きな

事故もあったりしたと思いますし、例えば、こう

いった自分側は大型トラックなんですけど、こち

ら側のぶつかった相手が軽自動車であるといった

場合、相手車が重症である可能性も十分あると思

うので、大きな車に搭載すべきじゃないかと思い

ますが、これはメーカーが「うん」と言えば載る

のか、あるいは国土交通省なんかから義務化して

いく動きがあるのか、など情報があれば教えて頂

きたいと思います。

益子　篠原課長補佐いかがでしょうか。

篠原　すいません。私の方で大型車について拡大

の方向性があるかということですけれど、そちら

は把握はしていないのですが、まず出来ることか

らというので、今基準、ACNの基準を見まして

もどちらかというと小型の乗用車とか、そういっ

た所を対象にしていますけど、そこはまずは乗員

の傷害を保護するという所からやったのかなと想

像しますので、今後その情勢によってはもしかし

たら大型車をどうするかという話が出て来るかも

しれないので、ちょっとその状況を、基準化の状

況といった所は状況を見守っていきたいなと考え

ております。今、現状では基準がどうなるかとい

うのは把握していないというところです。

益子　ありがとうございます。宮嵜理事お願いし

ます。

宮嵜　本村先生のお話ですけど、第1種のAACN

はエアバックが展開するようなレベルで初めてこ

の第1種の方のD-Call Netの発動ですから、それ

を考えますと、相手を把握できるという点では、

大型車は、むしろ第2種の方が向いているのかな

と思います。そういう意味では、第1種がより広

がるというよりは、大型車にはむしろ第2種の方

が向いている面があるので、それをどうするかと

いうことではないでしょうか。

結果としては非常によく出ていると思います。そ

れから、テレマティクスでコネクティッドが50

パーセントというのは、先程私、少し楽観的に申

し上げたんですけれども、実はコネクティッドが

あるからD-Call Netが載っているというわけで

はないんですね。ここは自動車メーカーにお願い

ですけれども、D-Call Netはコネクティッドで

あるならば必須という、こういうような流れでこ

れからは商品開発をしていって頂きたいなと思い

ます。先程申し上げたように、新車をどれぐらい

使うかという保有年数はだんだん伸びてきていま

して、乗用車でさえ13年を越えてきております。

貨物車も15年弱という所まできておりますし、

バスとかトラックは17年が当たり前ということ

ですし、そういった車も事故で早期な通報が望ま

れるわけですから、そういうものまで考えると、

新車のみならず使用過程車にも自動車メーカーが

考えることもあっていいのかなと思います。この

辺の所ですね。数を増やしてカバレッジをどんど

ん増やして、ここがポイントかなと思うところで

ございます。よろしくお願いいたします。

益子　篠原課長補佐、国交省のお立場から、「自

動車メーカーの課題と対策」ということについて

はどのようにお考えでしょうか?

篠原　国交省の篠原です。宮嵜さんもおっしゃっ

て頂いた通り、自動車メーカーもですね、どんど

んACNの搭載も伸びてきておりますので、すご

く積極的に取り組んで頂いているのかなという風

に認識しております。今後弊省の方でASV、先

進技術を検討していくような取り組みも行ってお

りますので、メーカーさんの取り組みも含めてで

すね、出来る所から着実に進めていければなとい

う風に考えている次第です。

益子　ありがとうございました。他のパネリスト

の皆さんから何か追加でご意見ございますでしょ

うか。本村さんお願いします。
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　それと、先程の自動車メーカーの課題というと

ころでちょっと言い足りなかったですけど、乗用

車で、しかもエアバック展開時というのが一応基

本なので、石川さんから説明頂けるかもしれませ

んけど、交通弱者に対してもですね、自動車メー

カーはもっと努力すべきではないかなと思いま

す。自車だけでなくて、相手車両だとか、他の交

通弱者に対して、何か交通事故が起きた時に通

報できるような仕組み、AACNを更に拡大させて

AAACNぐらいにしてですね、やっていくという

ことも研究開発すべきだと思うんですね。それは

ASVの中で考えることではないかと思います。

益子　ありがとうございます。まだ議論もあるか

と思いますが、次のテーマの「テレマティクス

サービスプロバイダーの課題と対策」に進みたい

と思います。HELPNETは皆さん良くご存知なん

ですが、現在、その他にもプレミア・エイドやボッ

シュといった企業が事業を展開しています。テレ

マティクスサービスプロバイダーにおける課題と

対策について石川理事から口火を切って頂きたい

んですが…。

石川　今ご説明がありましたように、D-Call Net

で実際に運用しているのはHELPNETさん1社だ

けなんですけども、接続機関としては自動車で緊

急通報をやっているのはプレミア・エイドさん、

ボッシュサービスソリューションズさん、あるわ

けです。そこで課題として1つあるのは通信イン

フラです。これはやはりHELPNETさんが老舗で

20年間かけてしっかりした通信インフラを構築

しておられます。ですから後から参入する接続機

関は同じものを作るというよりは、資源としてあ

るものはそれを使った方が有効活用だと思うんで

す。その辺がまだ上手くいってない、そういった

調整というのが必要であろうと私は思っています。

課題ですね。通信インフラ、インフラですから

確かに今はビジネスとしてやっていますけれども、

重要な社会インフラだと思いますし、公衆衛生上

のインフラだと考えますと、この辺は上手く競争

と協調をやってくのがいいんじゃないかなと思っ

ております。大きな課題かなと思っております。

益子　ありがとうございます。これまでもドライ

ブレコーダー協議会としてテレマティクスサービ

スプロバイダーと協議してこられた宮嵜理事、何

かご発言ございますでしょうか。

宮嵜　ドライブレコーダー協議会は、サービスプ

ロバイダーとのお付き合いはないですね。協議会

からの観点ではないですけれども、石川理事が

おっしゃったようにコールセンターというのは数

多くありますし、また、どういうサービスの一環

としてこのようなD-Call Netをやるかというの

はいろんな多様性があっていいじゃないかと思っ

ています。インフラ系に関しましては、極力、既

にあるものを有効活用して、出来るだけオープン

に進めて頂くのが一番合理的ですし、他方、実際

にお客様に接するような事故にあった人達に接す

るような立場の会社というのはいろんなやりかた

があっていいのかなと思います。それにはキー

ワードというのがあって、発動・通報の仕方とい

うのは同じであるべきであろうと思います。基本

の所をどう抑えるか、それさえあればこういった

サービスは出来るだけ多様であるべきであろうと

いうように思います。

益子　ありがとうございました。本村先生どうぞ。

本村　さっきのお話の中で第2種なんかで映像が

出て来て、それをオペレーターがある程度人の目

で見て、重症化のトリアージみたいなことも今後

おそらく必要になってくるかと思うと、なんとい

うかオペレーターの負担増というか、オペレー

ターが医学的にちょっと特化していかないと難し

くなるような気もしてですね、教育的な事と標準

化みたいな事をやらないといけなくなるんだろう

なという風に思いました。例えば消防の指令員の

リタイアされた方、そういった方を使ったりです

ね、そういったこともアイディアとして考えなが

ら、まだ動画でトリアージというのを全然やられ

ていないというか、これからやっていかないとい

けない事ですから、医学的な事も交えながら詰め

ていかなければいけないというすごく重要な課題

かなと感じました。ごめんなさい。コメントです

けど。

益子　とても大事なポイントを指摘して頂いてあ

りがとうございます。やはりコールセンター・オ

ペレーターの教育というのはとても重要なポイン

トだと思います。石川理事お願いします。

石川　本村先生の意見は大事だと思います。私も

同感でして、以前にコールセンターを見学した時

にですね、医師の方がおられまして、やはりコー

ルセンターには将来的にはメディカルコントロー

ルできるように医師の方がいてもいいんじゃない

かと。特に第2種のようになってきた時には、そ

ういった事も要検討かなと思いました。

益子　はい、ありがとうございます。そしてもう

1つの問題は、第1種にしろ第2種にしろ、コー

ルセンターへの通報件数が右肩上がりで、急増し

ておりますよね。果たしてテレマティクス・プロ

バイダは通報件数の急増にどこまで対応していけ

るのかという問題がありますが、この辺はどのよ

うに考えれば良いと思われますか。宮嵜理事お願

いします。

宮嵜　私は、他のサービスでコールセンターに委

託する仕事をしたことがあります。コールセン

ターというのは、どんな大量であっても結構拡張

性があります。その点は余り心配する必要はない。

というのは、コールセンターを運営している会社

というのはたくさんあります。駆けつけ警備とい

う面では多少限定されますけれども、コールセン

ターというのは沖縄とかですね、北海道とか、結

構遠い所に置いてありますね。東京あたりで運営

する場合もあるんですけれども、そういう意味で

は心配はない。

　ただ、教育の方はしっかりしなければいけない。

これは余り心配してないですけれども、コールセ

ンターのエスカレーション方式というのがありま

して、最初のファーストコールでもし難しそうで

あれば、エスカレーションするという方法もある

ので、そこら辺の所は色々工夫ができるのではな

いかなと思います。むしろ、コールセンターが

どういう仕組みでやろうとしているのかという、

きっちり標準化していく。最初のうちは手探りだ

とは思いますけれども、それをだんだんアップグ
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レードしていく、そういう風な方向でやれば将来

的な問題はないというふうに思います。

益子　はい、ありがとうございます。篠原課長補

佐この件について何かご意見ございますか。

篠原　すいません。意見と言いますか感想になる

んですが、やはり写真・画像が送られるという事

で皆さんがおっしゃっている通りです。コールセ

ンターにいらっしゃる方の教育というのは非常に

重要であると感じていますので、さっき言って頂

いたように、消防士さん、消防にいた方、そういっ

た方の活用とか、いろんなアイディアが必要なん

だろうなと思っております。意見というか感想です。

益子　ありがとうございます。それでは次に「消

防指令室の課題と対策」に議論を進めたいと思い

ます。石川理事の方からまず口火を切って頂けま

すでしょうか。

石川　消防については2018年の3月、やはり本

格運用を開始する直前に全国消防長会から全国の

消防本部、現在724箇所ありますけど、事務連

絡という形でD-Call Netの情報提供が始まりま

すよというのはアナウンスしているんですけれど

も、実は消防は未だに理解してない所が少なくな

いという、どちらかと言うと理解している方が少

ないんじゃないかと心配しています。というの

は、実は先日も問い合わせがありましたし、ま

だ理解されてない。なんで、いつまで、こんな

に3年以上経っているのに消防は理解されていな

いのか、疑問であって、最近分かった事ですけれ

ども、やはりD-Call Netとかこういった物につ

いて、実際の実務上でトレーニングをやっていな

いんですね。そこは非常に残念ですね。実際に始

める時はD-Call Net搭載の車である時は「これ

はD-Call Net搭載車の事故で、負傷・死亡確率

が分かるんだ」というような、そういうような消

防に対してメッセージを出す。そして消防と基地

病院に同じ情報がいっているという情報を共有で

きるトリガーを接続機関がかけて、それで消防は

それを病院とも連携していけると想定していたん

ですけれども、そこは実体としては動いていない

という。そこは当初想定していたのと少し違って

きてしまっているなあと考えています。課題と言

えば課題で、そこを解決しないとなかなか消防の

方でD-Call Netという車から送られてくる情報

でそういう重要な情報があって、それが信頼性が

あって、という事が完全には証明されてはいませ

んけれども、十分に使えるということがまだ認識

されていないことが課題としてあるのかなと思い

ます。

益子　ありがとうございます。やはり接続機関の

問題と同じで消防指令台でもやはり同じようなト

レーニングが重要だというご意見だと思います。

本村先生の先程の発表を聞いても、消防がD-Call 

Netの情報を受信した場合、まず指令台が救急車

を派遣し、隊長の判断でドクターヘリを要請する

方式が多いように思うんですが、このような課題

を解決するにはどのような方策があると考えれば

よろしいでしょうか。

本村　なかなか上からアプローチというのは、

HEM-Netの方からやって頂いておりますが、実

際に実働していただいている人にまで伝わってい

ないという現状があるんで、僕らはボトムアップ

で、現場から上げていくしかないなと思っていて、

事例検討会の時にアナウンスするとかですね、死

亡・重症率が5パーセント未満で、出動要請され

ないようなヤツでも細かく僕たちは指令センター

に連絡を取ってですね、「通報がありましたけど、

現在は未満ですから出ませんよ」とか「5パーセ

ントだから出ますね」みたいな事をですね、今の

ところしつこく・細かく連絡を取っていって、そ

れで少しずつ改善されていっているかな、と思っ

ているに留まってます。

益子　ありがとうございます。もう一つ、本村先

生が指摘されたランデブー・ポイントの問題もご

ざいますね。やはりランデブーポイントが活用さ

れていないという。

宮嵜　テーマが移る前に、なぜ現場を見ないとド

クターヘリが呼ばれないかということについては

ですね、第2種を検討していく中で分かってきた

ことですけども、第2種の場合、まずオペレーター

の所に連絡がありますね、それから先に通話をし

て、「応答がない」「救急を呼んで下さい」 こうい

うやりとりもあるわけです。加えて画像等がある。

それでどういう判断をしているかというと、呼ぶ

必要がないという判断以外に、「呼んで下さい」

とか「これは連絡が取れないので呼んだ方がいい

かな」ということで、とにかく救急車を呼ぶ。こ

れは第一段階としてありますね。

　しかし今、それから先、ドクターヘリを呼ぶか

どうかは、次の段階だと思っています。今、第2

種の方でキーワードを特定しようとしているの

は、ドクターヘリまで更に呼んだ方がいいですよ

ということを意見として消防機関の方に伝えるべ

きかどうかというところの判断です。だから、呼

ぶべき事案は黙って救急車は必ず来ると、それで

呼ぶと、しかし、それだけでは足りないじゃない

かという、ドクターヘリも出動要請を更にお願い

しておいた方がいいんじゃないかという、そうい

う2段階の分け方で通報しようとしています。第

1種を見ていて、やはり空振りが多いということ

で、若干不信感があるのではないかと思うので、

私どもとしては第2種を研究開発する時には、こ

れだったらドクターヘリを呼んだ方がいいという

事案にむしろ絞ってキーワードを立てて、そして、

出来るだけ空振りが少ない方に第2種が発動する

ような仕組みにしていきたいなと、こういうのが

1つのとりあえずの暫定的な方針です

益子　はい、ありがとうございます。確かに第1

種ですと数値だけで出てくるので、余り迫力とい

うのはないわけですが、第2種ですともろに画像

で飛んできますから、歩行者がどんな形で跳ねら

れたとか、自転車がどんな形で転倒したかがリア

ルに伝わりますから、迅速なドクターヘリ要請に

繋がるという感じがいたします。本村先生、先程

のランデブー・ポイントを重視すると、せっかく

のD-Call Netの意味が薄れちゃう、という、そ

の辺の所をもう一度、お話願えますか。

本村　発表の中でもちょっと触れさせて頂きまし

たけれども、着陸を早く出来る工夫というのを、

これはD-Call Netに限った話ではないんですけ

れども、改めて見直さなければいけないなと特に

感じていまして、ランデブー・ポイントを増やす

という方法とか、常設ヘリポートですね。もとも

と支援者がなくても降りられる所とか、本当は直

近に降りたいんですよね。事故が起きて挟まれて

いる症例とかが非常に多いので、なるべく近くに

降りたいんですけれども、やはり消防と運航会社

の機長もやはり安全第一という事を考えればそう

安易に直近着陸が出来ないのはよく分かりますの

で、安全と速さという所を天秤にかけながら、よ

り速い対応が出来るように、何か起こった時の責

任を機長に押し付けるとか消防に押し付けるわけ

ではなくてですね、公共の利益の為にやっている

わけですから、広く受け止めるような保険制度な

のかなんなのかちょっと分からない所もあります

けれども、そこは一歩踏み込んだ議論をすべき

じゃないかなと考えています。あとは支援者を、

今はポンプ車がほとんどやってくれていますけれ

ども、もう少し少人数で素早く、場合によっては

消防以外のおまわりさんであってもいいかもしれ

ませんし、そういう事も含めて、着陸を支援する

システム自体も抜本的に見直す時期が来ているん

じゃないかなと感じているところです。以上です。
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益子　ありがとうございます。では次に「ドクター

ヘリの課題と対策」の方に移らせて頂きます。ド

クターヘリが要請されても、そのドクターヘリが

出動中であったり対応不能なために即応できない

場合があります。一方、ドクターヘリが出動でき

ない夜間帯や悪天候の時にもD-Call Netの通報

は入ります。その辺をどうして解決するかといっ

た問題も大きなテーマですけれども、この辺は先

生どのようにお考えでしょうか。

本村　対応できない時間はドクターカーとか、都

内は東京ディーマットという救急車でドクターを

ピックアップして現場に行くシステムもあります

から、このようなシステムと連携していく必要が

あるだろうなというふうに考えています。ただ一

方でドクターヘリの場合はHEM-Netが全体を把

握されているんですけど、実はドクターカーの実

体を全国的に捉えている所がどこもなくて、どの

地域でドクターカーが走っているかって、管理さ

れていない側面がありますから、これの実体把握

というのもやらないといけないだろうなあという

風に思っています。あと、病院以前に出ていく場

所がない所であっても、近隣の病院には搬送され

る可能性がありますから、近くの外傷を診る救命

センターが情報提供された方がよかろうなという

風に感じています。

　もう一つは、僕の所にも非常に要請が多くて、

重複要請というのは非常にかかりますので、そう

いう場合にはうちのヘリの場合には近隣の他のヘ

リポートがサポートするような広域連携ですね。

こういうことを都道府県の枠組みを越えてやらな

ければいけませんし、今運航会社の枠組みを超え

てもやる必要があると思っています。今多くのヘ

リにはドクターヘリにはFOSTER-GAという位

置情報と天候が一度に見えるシステムが運用され

ていると思いますけれども、現状、平時は同じ運

航会社の同じホームページしか見ることが出来ま

せんので、平時からそれを相互利用できるような

ルールに変えていく必要があると思っています。

今大規模災害の時にだけ運航会社の枠を超えて共

有できることになっていますから、これを平時に

やっておくと極地災害の時への対応も可能です

し、今後多くなるであろうD-Call Netの対応も

可能かなと考えております。

益子　ドクターヘリのリアルな運用状況を緊急時

だけでなく平時も監視しなければならないとい

う、大変貴重なご意見ありがとうございました。

D-Call Netの普及で全国の基地病院を回ってお

られる石川理事、ドクターヘリの課題については

どのようにお考えでしょうか。

石川　そうですね、今本村先生が仰ったことと重

複するような気がしますけれども、現場直近に降

りられる事が交通事故の場合いいんでしょうけ

ど、実際降りたところで石を跳ねて、車にぶつ

けて200万、300万の損害賠償を取られたという

のも聞いていますし、保険で対応するのもあるで

しょうけど、常設のヘリポートの数を増やすのと、

大きい工場とかは駐車場を持っていますので、そ

ういう所をボランティアで貸し出してもらう。ラ

ンデブーポイントとして使えるようにしている、

そういう所も聞いていますので、そういうのを増

やすというのも一つあると思います。

益子　ありがとうございます。それからもう一つ

D-Call Net通報が入った時にドクターヘリだけ

では対応できない。だけどドクターカーは全国的

な配備状況が十分把握されていないという問題が

ありますよね。なので、実際にドクターカーを日

常運用している所がどこなのか、そしてそういう

所はD-Call Net対応で今後も取り組みを進めて

いってくれる意思があるのか、こういった事につ

いてはHEM-Netがこれから調査研究して明らか

にすることが必要だと思うのですが、石川理事い

かがでしょうか。

石川　HEM-Netは確かにドクターヘリなんです

けれども、救命救急に関わるいろいろな新しい仕

組みを開発してそれを広める事も重要だと思って

いますし、ドクターカーについては人づてに事前

にいろんな先生を通じてこういうことをやりたい

からという事で手を上げて頂いて、順次説明をし

て、実証実験に参加していただけるようにしたい

と思っておりますけれども、数が増えてくると接

続機関の負担が増えてくるわけです。そういうの

をどうするかですね。今の所は実証実験ですが、

着実に増やして、しっかりやっていっているとい

うことになりますけれども、自由に情報を取れる、

自由に全ての関係する救命救急機関が情報を取れ

るという状況にはないですね。その辺を改善する

必要はあると思います。

益子　ありがとうございました。今お話の中にも

ありましたドクターヘリ・レジストリ―へのタグ

付けというのも大変重要な項目ではないかと思う

んですが、この辺は石川理事いかがでしょうか。

石川　先日、日本航空医療学会のドクターヘリ運

航調整連絡協議会でお願いしましたけども、この

後具体的にどうしたらいいのかを関係する方々と

調整して早期に実現していきたいと思います。

益子　ありがとうございました。では時間もあり

ますので、「医療機関の課題と対策」に進めさせ

ていただきます。先程の本村先生のお話にありま

したように、医療機関へのD-Call Net通報シス

テムが病院毎に異なっているため、全体像の把握

がなかなか上手くいっていないように思います。

本村先生の所は医師・スタッフ全員のスマホに通

報が入るという仕組みですが、このような仕組み

についてはどのようにお考えですか。

本村　いろんな方法を試しましたけれども今の方

法が一番確実に気付いて早期対応ができる方法か

なと思っておりますので、この方法がいいなと

思っておりますので、これをお薦めするしかない

ですかね、今のところは。

益子　特に全員にメールを配信するシステムを採

用した際に、病院側に費用負担が発生するとか、

個人に費用負担が発生するなど、金銭面での問題

は有りませんか。

本村　これはもう、メーリングリストを作ってそ

こに飛ばしてもらうということをしているだけで

すから。メーリングリストは年に1回とか半年に

1回とか、更新する必要はありますけれども、そ

れだけで上手くいっています。

益子　わかりました。D-Call Netは今現在、1つ

の基地病院に通報する事になっているため、ドク

ターヘリが対応不能の時に臨機応変の対応が出来

ないという問題があります。このような事態を回

避するため、セカンドコール、サードコールの病

院を予め登録しておく必要があるのではないかと

いうご指摘がありましたが、本村先生はどのよう

にお考えですか。

本村　そうですね。その通りだと思います。いろ

んな所が受けて、うちが行くうちも行くとなれば

情報の混乱が起ると大変だなとは思いますが、こ

れもきっと慣れの問題でしょうとは思っています。

益子　ありがとうございます。宮嵜理事どうぞ。

宮嵜　今のですね、セカンド、サードコールです

けど、一応、第2種の場合にはその点に関しては

改善をしようということで、セカンド、サードも

通報する予定でおります。そうした場合に混乱が

起きないかなと正直懸念はしていますけれども、

しっかりした何かありますかね。
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本村　そうですね。難しいのは出動範囲が微妙に

異なったりとかですね、微妙なせめぎあいがあっ

たりすると難しいなと思っていますけど。

益子　石川理事いかがですか。

石川　やっぱり第1種の反省を踏まえるとやっぱ

り情報を発信するのはいいんだけれども、それも

ちゃんと読んでくれたかどうかというのが見えな

いんですね。だからそれもちゃんと記録として残

るように、第2種の方はそれもマストで捉え入れ

ようという事をやっています。いわゆる何時にそ

れを見たかとかですね。

益子　はい。ありがとうございます。他にご意見

はございませんでしょうか。そうしましたら最後

のテーマである「法制度面の課題と対策」に進め

させて頂きます。宮嵜理事のお考えを聞かせてい

ただけますか。

宮嵜　まあ法制の面というか、法制の面なら篠原

課長補佐の方からお話頂いた方がいいかなと思い

ますけど、この後にでもよろしくお願いいたしま

す。今の時点で法制度的に何を用意しておいても

らうべきかというのはいろいろと迷う所ですけ

ど、何よりも事実関係がはっきりしないと色々な

制度とかは出来ないんですね。

　特にこのD-Call Netというのは全く新しい仕

組みで、外国の先鞭もほとんどないわけですから、

日本としてどのような効果があったのかというと

ころをきっちり押さえておかないと、法律的に例

えば義務付けなんていうのは究極の形でしょうけ

れども、そこまで行くためにはどれだけ効果があ

るか、だから国民の皆さんに「それだけの負担を

おかけしても、それだけの経済効果がありますよ」

という説明をしなきゃいけないですね。そのため

には事故事例をどれだけ蓄積していくか、先程の

航空医療学会ドクターヘリ・レジストリ、そういっ

たものも当然必要ですし、それから今までのミク

ロ事故調査、そういったものもやっていく必要が

ある。これはマクロとミクロの両方のデータを

取っていく必要があるので、例えばまだ早すぎる

とは思いますけれども、事故統計原票にそういう

AACNなり、あるいは通信型ドライブレコーダー

がついているかとか、そういった事も入れた上で、

総合的なデータがきっちり集まった上で、そして

結果としての傷害がどれだけ減ったか、こういっ

た所まできっちり分かるようにしていく必要があ

ると思います。

　第2種の場合はですね、第1種はあまりそう

いったフォローアップが出来ていないという事

がわかりましたので、第2種というのは第1種の

今までの成果の上に作られるものです。第1種の

方で問題のあるものは第1種の方でも改善して頂

いた上で、第2種でも同じように効果をフォロー

アップする仕組みを最初から作っていくべきだな

というのが、これが制度の一番の根本かなと思っ

ております。

益子　ありがとうございました。篠原課長補佐い

かがでしょうか。

篠原　そうですね。何か政策を打つ上で事実関係

の確認が必要だというのはおっしゃる通りでし

て、なので国交省としては、事例調査というのを

まずやっているところです。それに加えて評価す

る仕組みという所でいうと、まず車載式の事故自

動緊急通報装置については、アセスに導入されて

いるという状況になっています。現状の評価が付

いているかついていないかという所で評価をして

いますけれど、今後の事故の状況ですとか、あと

は装置自体の普及状況によっては、今後のアセス

の評価の在り方というのを検討する段階に入った

場合には検討して、より普及に資するような評価

方法といのを確立していくのもあり得るかなと考

えていまして、実はアセスの有識者の方とか、そ

ういった所で集まってロードマップで、いつから

どの項目をどう評価するかというのを検討会で決

定して、ロードマップの作成をしてます。事故時

の緊急通報装置につきましては、2023年度あた

りにですね、その検討会で再検討、再検討した結

果どうなるか分かりませんけれども、再検討する

という計画もありますので、事故実態とかそう

いった所に応じてやっていくことになるのかなと

いう風に考えております。これはあくまでも車載

式の装置になりますけど、後付けはですね、車載

式とは若干アプローチが異なってくるのかなと考

えておりまして、後付けはやはり車両との接続と

か、やはり車載式に比べるとより複雑な評価とい

うか、そういった所が必要かなと考えていますの

で、まず車載式の所から手を付けていきたいなと

考えているところです。

益子　はい、ありがとうございます。D-Call Net

ネットに関連して、ACNを自動車アセスメント

の中に入れて頂いたことはとても良かったと考え

ております。一方、今、課長補佐がおっしゃった

ように、第2種D-Call Netは新車に搭載するシス

テムではないので、自動車アセスメントにはなじ

まないというご意見もあろうかと思います。そこ

で、第2種D-Call Netを評価する何らかの指標が

国交省にあるのか、お伺いしたいと思います。

篠原　後付けになりますとやはり販売とか取り付

けといった様々な方がされるので、現状の枠組み

ではなかなか アイディアとしてはない状況なの

で、今後考えていきたいなと思っている所です。

益子　はい、宮嵜理事お願いします。

宮嵜　後付けのシステムについてですね、アセス

メントをやらないということはないのですね。過

去にチャイルドシートでもやっていますし、これ

は全部後付けですから。後付けだからアセスメン

トの対象ではないというのはよく言われますけれ

ど間違いです。

　第2種はまだこれから作られるところですし、

まだ損保しか作ってない。実際はまだはっきり言

える状況ではないですが、それ以外にフリートオ

ペレーター（大量車両運行者）を支援するような

ドライブレコーダーの通信型ドライブレコーダー

を使っているサービスが他にいろいろあるんです

ね。リース会社とかですね。それからドライブレ

コーダーを販売する会社がこういうコールセン

ターまでセットアップしようではないかという動

きまであります。今は損保だけですけど、こうい

うD-Call Netは、他のそういったコネクティッ

ドのサービスの中の一環として、一つのサービス

として提供される可能性があるので、私はそうし

た対応のサービスを横並びで比較していくという

のは、今までとちょっと違ったサービスの企画に

踏み込みますけれども、可能だと思うんですね。

あとは一つだけ国土交通省にお願いしたいのです

が、今AACNの評価に留まっているんで、将来

的にはこれはD-Call Netのようなバックヤード

の部分、コールセンターとか、そういったものま

で含めた評価にしないと、総合的な自動車の事故

防止に対しての安全評価にはならない。だから、

今までのアセスメントの枠である車の評価とか車

の装置の評価に留まるような考え方ではなくて、

アセスメントであっても、サービスまで踏み込ん

でやっていくと、いわゆるソフトウェアの時代で

すから、ソフトまで含めて動かしていくんだとい

う考え方をアセスメント検討会は検討していくべ

きだと思います。以上です。

益子　ありがとうございます。篠原課長補佐、何

か追加でご発言ございますか。

篠原　すいません。アセスのお考えにつき訂正い

ただきありがとうございます。

　そうですねコネクティッドとかそういうものが
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入ってきて、使う情報とかが幅広くなってきてい

ますので、アセスの車両を評価するという評価の

ところからもう1段踏み込むべきじゃないかとい

うご意見、本当にその通りだと思います。もう1

つ踏み込んだ場合に評価をどうするのかという、

いろいろ検討すべき課題が多くありますので、今

すぐに出来るかというのは分からないところです

けど、今後状況を見ながら必要に応じて学識経験

者とか専門家のご意見も伺いながら出来るところ

からやりたいなというふうに考えております。

宮嵜　まだ作っているばかりなので、まだ評価は

しにくい。

篠原　そうですね。ちょっと連携をさせていただ

きながら、状況を見ながらやっていきたいと思い

ますので。

益子　はいどうもありがとうございました。まだ

議論したいことはたくさんございますが、時間が

押しておりますので、そろそろQAコーナーに移

りたいと思います。岩貞理事、ご質問がありまし

たらお願いできますか。

岩貞　たくさん質問を頂いておりますが時間の関

係で1つだけお受けしたいと思います。消防関係

の質問が多かったのでまとめます。今のD-Call 

Netの宣伝も不十分との事ですが、それに加え、

画像活用型第2種のD-Call Netをつかったキー

ワード方式の全国の消防機関への説明、周知活動

は今後具体的にどのように進めるのでしょうか。

ひいては指令台から即時要請を促進するために最

も重要な事はなんでしょうか、というご質問です。

益子　はい、これは石川理事からお答えしていた

だくのがよろしいかと思いますが、如何でしょう。

石川　まず第1種はいろいろ課題をかかえてしま

いましたけれども、第2種はそれを踏まえて、ま

ず消防と病院が情報連携できる、というふうに、

そういう出来るところからやっていこうという、

時間がかかるかもしれませんけれども、地域を決

めて、「まずは使ってください。情報連携もお願

いします」と言いましたけれども、今回は発想を

変えて、消防と病院が連携できる、そこのところ

から試験的に運用を始めていって、課題をしっか

り見つけて解決していく、という手順をとって

いった方がいいんじゃないかな、という風に考え

ております。

益子　そうですね。これから消防のみなさん、全

国の消防本部へのご案内というのも、少し強力に

行う必要がございますね。他にご意見のある方、

いらっしゃいますか。では第2種D-Call Netがあ

る程度形になってきたところで改めて消防の皆様

にはこういった情報を提供させて頂きます。

　大変申し訳ございません。お時間が残り少なく

なっておりますので、ここからはまとめに移らせ

て頂きたいと思います。これはD-Call Netの更

なる発展に向けての提言であり、パネリストとの

議論を経て纏めさせていただきました。それでは

読み上げます。

　コールセンターにおいて実オペレーションに

よるトレーニングを推進する。米国CDCに準拠

し、D-Call Netネット情報をドクターヘリ出動

要請のキーワードとする。D-Call Netネットシ

ステムについて消防本部司令室のOJT、即ち実

オペレーションによるトレーニングを推進する。

動態管理システムを活用したドクターヘリ広域運

用システムを構築する。ドクターカー等運用病院

へのD-Call Net情報提供について実証実験を推

進する。日本航空医療学会ドクターヘリレジスト

リーへのタグ付けを行う。ドクターヘリ関係者へ

のD-Call Net情報メール送信システムの標準化

を図り、D-Call Net配信ファーストコール、セ

カンドコール、サードコールの病院リストを策

定する。D-Call Netが起動したドクターヘリ事

例のミクロデータベースを構築する。D-Call Net

搭載車両の安全性について検証を推進する。第2

種D-Call Netの普及を図ると共に、通報キーワー

ドを策定する。そして最後に、病院アンケートを

実施して、D-Call Net協力病院の更なる拡大を

図る、というものです。

　まだまだ議論したいところではありますが、時

間が参りましたので、この辺でパネルディスカッ

ションを閉じさせて頂きます。岩貞理事、よろし

くお願いいたします。

岩貞　益子理事、パネリストの皆様ありがとうご

ざいました。またご質問を寄せて頂きました皆

様ありがとうございました。以上をもちまして

HEM-Netシンポジウム「救急自動通報システム

D-Call Netのこれまでとこれから」を終了させ

て頂きます。長時間のご視聴誠にありがとうござ

いました。
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